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１．はじめに
　日本国内における離婚件数は、厚生労働省「人口動態統計」によると 2013 年は 231,383
件、離婚率は 1.84‰である。そのうち「夫妻が親権を行わなければならない 20 歳未満の










いては、弁護士会や法学者から検証の必要性や問題点が指摘されている（松嶋 : 2007, 







 1 子の人数（1 ～ 3 人）と年齢（0 ～ 14 歳と 15 ～ 19 歳の 2 区分）に応じて表 1 ～ 9 に分かれてい
る。縦軸が義務者、横軸が権利者の年収で、それが交差する金額が義務者が負担すべき養育費の






　2011 年の民法一部改正により、第 766 条に、離婚に際して夫婦が決めるべき事項とし









 （出所：www.//moji.go.jp 法務省民事局参事官室, 2014.9.4 アクセス）
?2???????????
①取り決めの状況
　表 2-1 は、厚生労働省「2011 年度全国母子世帯等調査」から、養育費の取り決めの有
無を離婚の方法別に比較したものである。全体の 6 割が離婚時に養育費の取り決めを行っ
ていない。しかし離婚の方法別で大きな違いが見られる。「協議離婚」は当事者同士の合







取り決めをしている 502( 32.7) 333( 30.1) 169( 74.8)
取り決めをしていない 801( 60.1) 747( 67.5) 54( 23.9)
不　　　詳 29(  2.2) 26(  2.4) 3(  1.3)
合　　　計 1,332(100.0) 1,106(100.0) 226(100.0)
出所：厚生労働省「2011 年度全国母子世帯等調査」より作成。
注：「その他の離婚」とは調停離婚、審判離婚、裁判離婚の合計。





















総数 502(100.0) 333(100.0) 169(100.0)
現在も受けている 253( 50.4) 169( 50.8) 84( 49.7)
過去に受けたことがある 144( 28.7) 88( 26.4) 56( 33.1)
受けたことが無い 94( 18.7) 72( 21.6) 22( 13.4)




　表 2-3 は、子の数別に母子世帯の養育費受給月額を見たものである。子ども 1 人の場合
は 4 万円以下が 7 割を占めるが、2 人の場合は 6 万円以下がおよそ 8 割、3 人の場合は 8
万円以下が 7 割と、一人当たりの養育費は総じて月 3 万円前後と低額であることがわか
る。
ての記載欄が新たに設けられた。





































総数 16447 962 2365 6369 3715 1309 810 850 67
100.0% 5.8% 14.4% 38.7% 22.6% 8.0% 4.9% 5.2% 0.4%
1 人 8531 523 1433 3879 1711 467 228 262 28
100.0% 6.1% 16.8% 45.5% 20.1% 5.5% 2.7% 3.1% 0.3%
2 人 6178 329 730 2095 1591 702 352 346 33
100.0% 5.3% 11.8% 33.9% 25.8% 11.4% 5.7% 5.6% 0.5%
3 人 1545 90 180 356 386 120 206 202 5
100.0% 5.8% 11.7% 23.0% 25.0% 7.8% 13.3% 13.1% 0.3%
4 人 172 16 21 32 25 19 23 35 1
100.0% 9.3% 12.2% 18.6% 14.5% 11.0% 13.4% 20.3% 0.6%
5 人以上 21 4 1 7 2 1 1 5 —
100.0% 19.0% 4.8% 33.3% 9.5% 4.8% 4.8% 23.8% —




1 義務者、権利者の基礎収入（①）の認定 職業費（③）は総収入の 10 ～ 20％で推計する
2 義務者、権利者、子の最低生活費（②）の認定 厚生労働省の保護基準による
3 義務者、権利者の分担能力の有無を認定 義務者の収入が②を下回っている場合は分担能力なしとしとする場合がある

















　給与所得者 12 ～ 31％ 20 ～ 19％ 26 ～ 16％ 42 ～ 35％















p.289）とあり、具体的な算出手順は示しておらず、総収入の 12 ～ 31％（高所得者の方が
割合が高い）としている。






出し 20 ～ 19％（高所得者の方が割合が低い）としている。「特別経費」では、「住居関連
費」として「消費支出」の「住居」と「実支出以外の支払い」の「土地家屋借金返済」、
「消費支出」の「保健医療」、「実支出以外の支払」の「保健掛け金」の 4 費目を、支出を





活保護法第 8 条に基づいた「生活扶助基準」1 級地－ 1 の第 1 類 6 と第 2 類の 1998 ～
2002 年の 5 年間の平均値及び文部科学省「子どもの学校費調査」の 1996 年度、1998 年度、
2000 年度調査結果の「学校教育費 7」の平均値を用いて、親を 100 とした場合、子（0 ～
14 歳）55、子（15 ～ 19 歳）90 という生活費指数を導きだしている（表 3-2-2）。表 3-2-3
がその算出手順である。
　なお「生活扶助基準」第 1 類の年齢階級は 6 区分 8 であるが、研究会は、それぞれの平
均値を用いて、子は 0 ～ 14 歳と 15 ～ 19 歳の 2 区分に、親は 20 ～ 59 歳の 1 区分に簡略
化している。さらに、子の教育費は、「0 ～ 14 歳までについては、公立中学校の子がいる









 8 生活扶助基準 1 類の年齢階級は、0 ～ 2 歳 , 3 ～ 5 歳 , 6 ～ 11 歳 , 12 ～ 19 歳 , 20 ～ 40 歳 , 41 ～






1. 親一人世帯の最低生活費＝（親の第 1 類費の金額＋世帯人員 1 人の第 2 類の金額）
2. 親子世帯の最低生活費＝（親の第 2 類費の金額＋子の第 2 類の金額＋第 2 類の世帯人員別金額）
3. 子の最低生活費＝（親子世帯の最低生活費－親 1 人世帯の最低生活費＋学校教育費）


































出所：総務省統計局「2013 年家計調査年報　第 2-8 表　年間収入十分位階級別１世帯当たり１か月間の収入と支
出」( 勤労者世帯 ) より筆者作成。
注：「有業人員の被服及び履物」は、消費支出の「被服及び履物」を世帯人員で除し有業人員を乗じている。
　その結果、表 4-1 に示すようにⅠ分位～Ⅹ分位では、「公租公課」は 12.8 ～ 23.4％、「職
業費」は 20.3 ～ 15.7％、「特別経費」は 20.2 ～ 16.3％と、すべての値が簡易算定方式より




??? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
　世帯人員（人） 3.42 3.06 3.21 3.26 3.36 3.46 3.47 3.50 3.55 3.68 3.60
　有業人員（人） 1.70 1.45 1.50 1.53 1.67 1.68 1.68 1.78 1.82 1.94 1.98
実  収  入 523,589 270,082 329,952 374,721 415,232 444,841 517,411 575,743 628,502 722,715 956,687
直  接  税 42,205 10,209 16,057 20,481 24,877 28,119 37,431 45,088 52,227 65,695 121,870
社会保険料 55,155 24,454 32,476 38,584 42,251 47,202 54,672 62,024 69,447 78,503 101,940
合　　計 97,360 34,663 48,533 59,065 67,128 75,321 92,103 107,112 121,674 144,198 223,810
公租公課の実収入比 （%） 18.6 12.8 14.7 15.8 16.2 16.9 17.8 18.6 19.4 20.0 23.4
有業人員の被服及び履物 6,817 3,456 3,954 4,495 5,093 5,561 6,098 7,620 8,305 10,359 14,674
交　　通 7,060 2,459 3,914 4,639 4,459 4,981 6,767 7,704 8,915 11,726 15,041
通　　信 15,345 12,429 13,871 13,312 14,532 14,332 15,435 16,649 17,517 17,206 18,165
書籍・他の印刷物 3,686 2,301 2,736 2,989 3,036 3,421 3,966 4,022 4,206 4,538 5,651
諸  雑  費 24,228 17,368 19,250 18,771 20,669 21,719 24,175 26,932 29,524 28,206 35,671
こづかい 15,767 6,616 10,766 11,535 11,467 14,032 14,358 17,722 19,517 23,593 28,066
交  際  費 19,442 10,219 13,226 15,715 16,325 16,750 20,282 20,326 24,658 24,100 32,820
合　　計 92,345 54,848 67,717 71,456 75,581 80,796 91,081 100,975 112,642 119,728 150,088
職業費の実収入比 （%） 17.6 20.3 20.5 19.1 18.2 18.2 17.6 17.5 17.9 16.6 15.7
住　　居 19,775 23,992 21,366 19,653 19,503 19,194 17,862 19,578 20,813 16,897 18,889
土地家屋借金返済 39,548 12,048 23,883 26,326 28,631 38,806 42,726 43,754 48,243 59,509 71,549
保健医療 11,596 7,612 9,801 10,283 10,420 10,668 10,506 11,870 12,422 15,383 16,991
保  険  料 25,727 11,009 15,087 18,162 19,225 21,279 24,760 28,288 36,171 34,806 48,483
合　　計 96,646 54,661 70,137 74,424 77,779 89,947 95,854 103,490 117,649 126,595 155,912
特別経費の実収入比 （%） 18.5 20.2 21.3 19.9 18.7 20.2 18.5 18.0 18.7 17.5 16.3
控除費目の実収入比 （%） 54.7 53.4 56.5 54.7 53.1 55.3 53.9 54.1 56.0 54.0 55.4
基礎収入の割合 （%） 45.3 46.6 43.5 45.3 46.9 44.7 46.1 45.9 44.0 46.0 44.6
 9 簡易算定方式では、総務省統計局「家計調査」及び厚生労働省「生活扶助基準」は過去 5 年間
の、文部科学省「学校教育費」は過去 3 回の調査結果の平均値を用いている。しかし 1 例を挙げ


























































??? ? ? ? ? ? 18 歳未満の子 20 歳未満の子
Average ～ 2,430 2,430～3,250 3,250～4,150 4,150～5,720 5,720～ 供のみの世帯 供のみの世帯
 世帯人員（人） 1 1 1 1 1 1 2.67 2.73
 有業人員（人） 1 1 1 1 1 1 1 1.06
世帯主年齢（歳） 41.4 45.8 37.3 38.6 39.1 46.3 42.4 42.8
実  収  入 319,980 171,684 261,948 274,776 396,445 495,049 242,272 257,324
直  接  税 24,516 5,671 11,988 17,660 30,426 56,837 7,348 8,261
社会保険料 36,457 16,035 28,493 30,960 47,860 58,938 20,103 21,882
合　　計 60,973 21,706 40,481 48,620 78,286 115,775 27,451 30,143
公租公課の実収入比 （%） 19.1 12.6 15.5 17.7 19.7 23.4 11.3 11.7
有業人員の被服及び履物 6,925 4,004 5,803 7,443 8,628 8,744 4,329 4,140
交　　通 7,802 3,391 5,378 5,978 10,057 14,208 4,591 4,931
通　　信 7,383 7,051 6,966 7,429 7,724 7,746 12,275 13,507
書籍他の印刷物 2,742 1,798 2,946 2,475 2,891 3,602 1,931 2,145
諸  雑  費 11,830 9,756 10,636 13,321 13,064 12,371 12,532 13,358
こづかい － － － － － － 2,413 5,419
交  際  費 14,055 10,131 12,207 13,153 15,330 19,455 10,430 9,983
合　　計 50,737 36,131 43,936 49,799 57,694 66,126 48,501 53,483
職業費の実収入比 （%） 15.9 21.0 16.8 18.1 14.6 13.4 20.0 20.8
住　　居 29,169 23,162 28,239 28,655 31,245 34,542 30,765 31,030
土地家屋返済 8,034 2,578 4,027 4,923 17,777 10,865 6,670 7,219
保健医療 5,071 5,381 3,512 4,024 4,815 7,625 5,321 1,106
保  険  料 8,992 4,170 5,906 7,386 11,302 16,194 9,019 9,563
教育関連費 － － － － － － 38,229 39,503
合　　計 51,266 35,291 41,684 44,988 65,139 69,226 90,004 88,421
特別経費の実収入比 （%） 16.0 20.6 15.9 16.4 16.4 14.0 37.1 34.4
控除費目の実収入比 （%） 50.9 54.2 48.1 52.2 50.7 50.7 68.5 66.9
基礎収入の割合 （%） 49.1 45.8 51.9 47.8 49.3 49.3 31.5 33.1







（表 4-3）。第 3 節（2）で述べたが、簡易算定方式では、表 4-3 の網掛け部分のように、子
の年齢階級を「0 ～ 14 歳」「15 ～ 19 歳」の 2 区分、親の年齢は「20 ～ 59 歳」1 区分とし
ている。そこで本稿では、簡易算定方式の年齢区分による検証の他に、「生活扶助基準第
1 類」の年齢階級区分を基に、子の年齢階級を 5 区分 12、親の年齢階級 2 区分として生活
費指数を算出した（表 4-3）。
　その結果、簡易算定方式による子の生活費指数は、「0 ～ 14 歳」で 55.8 と「15 ～ 19 歳」
で 79.1 であった。
　一方、年齢階級を細分した場合の子の生活費指数は、親「20～40 歳」の年齢区分では、
子の 0 ～ 14 歳は 43.2 ～ 66.0 まで、親「41 ～ 59 歳」の年齢区分では、44.0 ～ 70.3 までと、
それぞれ 20 ポイント以上の差が見られた。特に「12 ～ 14 歳」については、簡易算定方
式の生活費指数と 10 ポイント以上の開きがあり、「0 ～ 14 歳」の生活費指数を一律「55」
とすることには無理がある。15 ～ 19 歳については、現行の「90」よりやや低い 75.6 と
80.1 であった。
　子の「教育費」については、研究会は文部科学省「子どもの学習費調査」の学習費総額
12 厚生労働省「生活保護制度における生活扶助基準額」では、子の年齢階級は「12 ～ 19 歳」を分















生活費指数子 親 世帯人員 2 人
親
（20-59）
 0 ～ 14 31,745 40,365 49,460 121,570 36,515 10,961 47,476 55.8
15 ～ 19 43,300 40,365 49,460 133,125 48,070 19,236 67,306 79.1
①親
（20-40）
 0 ～ 2 21,510 41,440 49,460 112,410 26,280 10,961 37,241 43.2
 3 ～ 5 27,110 41,440 49,460 118,010 31,880 10,961 42,841 49.7
 6 ～ 11 35,060 41,440 49,460 125,960 37,680 10,961 48,641 56.5
12 ～ 14 43,300 41,440 49,460 134,200 45,920 10,961 56,881 66.0
15 ～ 19 43,300 41,440 49,460 134,200 45,920 19,236 65,156 75.6
②親
（41-59）
 0 ～ 2 21,510 39,290 49,460 110,260 26,280 10,961 37,241 44.3
 3 ～ 5 27,110 39,290 49,460 115,860 31,880 10,961 42,841 51.0
 6 ～ 11 35,060 39,290 49,460 123,810 39,830 10,961 50,791 60.5
12 ～ 14 43,300 39,290 49,460 132,050 48,070 10,961 59,031 70.3
15 ～ 19 43,300 39,290 49,460 132,050 48,070 19,236 67,306 80.1
?の??????????
年齢（歳） 第１類基準額 第２類基準額 最低生活費
親（20-59） 40,365 44,690 85,055
親（20-40） 41,440 44,690 86,130
親（41-59） 39,290 44,690 83,980
出所： 厚生労働省「生活保護制度における生活扶助基準額の算出方法（2014 年度）」及び文部科学省「2012 年度子
どもの学習費調査」より作成。
注 1：「子の生活費①」＝「親子の最低生活費」－「親の最低生活費」。
注 2：0 ～ 14 歳は公立中学校の、15 ～ 19 歳は公立高等学校の「学習教育費」の年額を 1 ヶ月当たりで算出。
注 3：「子の生活費②」＝「子の生活費①」＋「教育費」。




結果では、たとえば、公立中学校の年間の「学校教育費」は 131,534 円、「学校給食費 13」
は 36,114 円、「学校活動費 14」は 282,692 円であり、「学校教育費」は「学習費総額」の 3
割弱であった。「学校給食費」も加算されておらず、子どもの教育費の実態把握が十分に
なされているとは言い難い。
　日本弁護士連合会は、子の生活費指数が生活実態とかけ離れていること、子の最低生活
費には 2 類基準額も加算し、親の「生活保持義務」を図るべきであると述べている（日本
弁護士連合会，2012）。また、松嶋（2007, p.193）は「養育費算定で重要なのは、子ども
の養育費の最低保障を確保することである」と指摘する。現状にそぐわない子どもの生活
費指数の低さは、養育費の低額化につながっている。
５．最後に
　現在、簡易算定方式は養育費の取り決めに際し、明解で迅速な算定基準として、広く活
用されている。しかし、これまで弁護会や法学研究者らがその問題点を指摘してきた。
　本稿では、研究領域の異なる筆者の視点で、最新の統計データを用いた検証と試算を行
い問題点や矛盾点を示した。まとめとして、以下の 2 点を指摘したい。
　まず第 1 は、経年による指数や理論値の見直しの必要性である。研究会が簡易算定方式
を提案してから 11 年が経過している。その間、所得水準、生活様式、消費構造は変化し
ている。本稿からは、「基礎収入」の理論値の変化や子どもの生活費指数の問題点が認め
られた。変化する生活実態を反映させるため算定方式の定期的な検証と修正は不可欠であ
る。
　第 2 は、養育費算定方法の抜本的な見直しの必要性である。本稿においても、いくつか
の簡易算定方式の矛盾点や問題点を述べたが、一律に理論値や指数を用いる現行の算定方
式に対し、松嶋（2007, p.192）は「記述的処理に技巧を加えて変質し、扶養義務の概念と
はかけ離れた算定処理」と指摘する。
　養育費は私的扶養とはいえ、母子世帯や子どもの貧困とも深く関わり、当事者の自助努
力では到底解決しえない多くの社会的課題と深く関連している。今後は、法曹界のみなら
ず、学際的な領域から多面的な議論を活発化させ、子どもの生活保持義務を踏まえた養育
費の確保を早急に検討していく必要がある。
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